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【論説】
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る。条約は、成年後見人に広汎な代理権（民法 859 条）と取消権（同 9 条）
が与えられていることが本人の法的能力を過剰に制限するという視点を生じ
させた。
具体的な問題として、条約 12 条 2 項および同 3 項と成年後見制度の抵触
















































recht）という。代弁人法は、1984 年 7 月 1 日に施行された 5。その目的は、
自ら事務処理ができない者に対して援助を行い、本人を不利益や詐欺といっ
た犯罪から保護することにある。制度利用者の増加と社会の法化を理由に
















































理由から一度見送られ、2017 年 3 月に国民議会において、4 月に連邦議会に
おいて全会一致で可決された。新法は、同年 4 月 25 日に公布され、翌年 7
月 1 日に施行された 15。
4　障害者権利条約が改正に及ぼした影響




































代理は、補充的な手段となった。この点を、次の 240 条 1 項が規定している。
一般民法典 240 条 1 項











一般民法典 239 条 2 項は、次のように規定する。

















































274 条 1 項）。本人は、成年者代理の意味と結果を理解し、その理解に基づ
いて自分の意思を定め、適切に行動できれば、成年者代理人処分委託証書を



















































今回の改正に伴い、広義の行為能力は一般民法典 24 条 1 項に規定された。






































続き存続すべきと考えられた 51。行為能力は年齢（一般民法典 170 条 1 項
52）または許可の留保（同 242 条）により、画一的に制限される。
行為能力は、今回の改正に伴い、一般民法典 865 条 1 項に定義が規定され
た。
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ることができる（同 242 条 2 項）。これを「許可の留保（Genehmigungvor-
behalt）」という。「選任された成年者代理」においては、本人は、自己の法
律行為の有効性を代理人の保護にかからせるよう決めておくことができる




一般民法典 242 条 2 項
被代理人の深刻な危険を避けるために必要である場合に限り、裁判所は、
裁判所による成年者代理の任務範囲において、被代理人の特定の法律行
為の効力、または 865 条 3 項および 5項によるような行政官庁または行
政裁判所における特定の手続行為が成年者代理人の許可を、および 258
条 4 項の場合においては裁判所の許可を要件とすると命じなければなら






























受けていた（旧 280 条 2 項 72）。本人は、日常生活に関するささいな法律行
為のみを代弁人の同意なしに行うことができていた。改正により、成年者保
護制度を利用していなくても、決定能力を有しない者の日常生活に関する法
律行為には、一般民法典 242 条 3 項が適用される。










































民法典 261 条 82）。代理権者には、複数の者を選任することもできる（同
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262 条 2 項 83）。改正により、配慮代理権の作成方法は大幅に変更された。
配慮代理権を自筆または他筆で作成するという規定が削除された。また、
「簡易な配慮代理権」と「適切であると評価された配慮代理権」（同旧 284 条
f 第 2 項および 3 項）の差異が撤廃された。改正により、配慮代理権は、書
面により、公証人、弁護士、または成年者保護協会によって作成されなけれ


















263 条 1 項 86、公証人規則 140 条 h 第 3 項）。本人が委託した事務に関して
決定能力を失えば、配慮ケースの開始を登録しなければならない。改正前は、
配慮代理権は、配慮ケースの開始によって有効になっていた。改正後は、オ
ーストリア中央代理権目録への登録によって有効となる（同 245 条 1 項 87）。
一部の事務に関して本人が決定能力を失えば、一部の事務に関して登録され
る（同 263 条 1 項）。登録は、公証人、弁護士、および成年者保護協会が行
う（公証人規則 140 条 h 第 3 項）。登録者と書面作成者が同一である必要は
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ない 88。授与者の決定能力は、医師の診断により証明されなければならない



































成年者協会のもとで行われる（一般民法典 266 条 1 項 93）。その後、医師の
診断書とともに、オーストリア中央代理権目録に登録される（一般民法典
267 条 1 項 94、公証人規則 140 条 h 第 5 項）。代理人には、代理権限に関す











理は、オーストリア中央代理権目録に登録しなければならない（同 270 条 1
項 98）。法定成年者代理に対する本人の異議がオーストリア中央代理権目録
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民法典 269 条に列挙された。








7．5 号および 6 号に列挙されていない人格に関する事務の代理、なら
びに
8．4号から 6号に規定されていない法律行為の実施
草案においては、3 号、4 号および 8 号においては通常の経済活動に該当
する行為に限るとの制限が設けられていたが、その後撤廃された 101。列挙
されている法律行為が通常の経済活動を超える場合には、裁判所の許可が必
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